
茨木市告示第８号 

 

入 札 公 告（写） 

 

市庁舎等管理業務委託について、下記のとおり総合評価一般競争入札を行いますの

で、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６及び第167条の10の２第６

項の規定により公告します。 

 

平成26年４月４日 

 

茨木市長 木 本  保 平 

 

記 

 

１ 入札に付する事項 

(1) 業務名 

市庁舎等管理業務委託 

(2) 履行場所 

ア 茨木市駅前三丁目８番13号 

茨木市庁舎本館（西分室含む） 

・本館 地上８階 地下２階 延床面積 16,683.15㎡ 

・西分室 地上２階 床面積 236.80㎡ 

イ 茨木市駅前三丁目８番20号 

茨木市庁舎南館 地上10階 地下２階  延床面積 13,515.86㎡ 

ウ 茨木市東中条町２番13号 

茨木市合同庁舎 地上７階 地下１階 延床面積 6,569.09㎡ 

エ 茨木市上中条二丁目12番28号 

茨木市上中条分室 地上３階 延床面積 2,113.27㎡ 

(3) 業務概要 

ア 総括管理業務 

(2)アの場所 

イ 電話交換業務 

(2)イの場所 

ウ 受付案内業務 

(2)ア及びイの場所 

エ 警備業務 

(2)アからウの場所 

オ 清掃業務 

(2)アからエの場所 

カ 電気機械設備等保守業務 

(2)アからエの場所 



キ 当直事務業務 

(2)アの場所 

ク ねずみ昆虫等防除業務 

(2)アからエの場所 

ケ 特殊建築物等定期点検業務及び建築設備定期点検業務 

(2)アからエの場所 

 (4) 履行期間 平成26年７月１日から平成29年６月30日まで 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

本市の物品等入札参加登録業者のうち、次に掲げる要件をすべて満たしている者

は、本入札に参加することができる。 

(1) 平成26年度茨木市物品等入札参加資格者名簿の「51ビル管理」に登録されてい

ること。 

(2) 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(3) 茨木市物品等登録業者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこ

と。 

ただし、会社更生法又は民事再生法の適用を受けた者で、更生計画又は再生計

画の認可決定を受けた者はこの限りでない。 

(4) 茨木市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成25年４月１日実施）に基づく指名

除外の期間中でないこと。 

(5) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号。以下「ビ

ル管法」という。）第12条の２第１項第８号に掲げる事業について同項の登録を

していること。 

(6) 警備業法（昭和47年法律第117号）第４条に規定する認定を受けていること（大

阪府の区域外に主たる事務所を有する者にあっては、同法第９条に規定する届出

書を大阪府公安委員会に提出していること。）。 

(7) 障害者雇用状況報告書（障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者

の雇用の促進等に関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様

式（昭和51年労働省告示第112号）第８条の規定による障害者雇用状況報告書を

いう。）のＢ雇用の状況⑨法定雇用障害者の算定の基礎となる労働者の数が50人

以上であること。 

(8) 次のいずれかに該当すること。 

ア 建物清掃業務及び施設警備業務を含む業務委託契約１件の契約金額（履行期

間が１年以上の契約である場合にあっては、１年間に換算して算出した金額と

する。以下同じ。）が３千万円以上の建物清掃業務及び施設警備業務を平成16

年４月以降元請けとして履行した実績を有すること。 

イ アに定めるもののほか、建物清掃業務を含む業務委託契約１件の契約金額及

び施設警備業務を含む業務委託契約１件の契約金額を合算した額が３千万円以

上であって、これらの業務を元請けとして履行した実績を有すること。 

(9) ビル管法第６条第１項の建築物環境衛生管理技術者免状を有する者を雇用し

ていること。 



 

３ 総合評価一般競争入札参加資格確認審査手続 

(1) 本入札に参加を希望する者は、(2)、(3)に定めるところに従い、次に掲げる書

類（以下「申込書類」という。）を提出し、本市の確認を受けなければならない。 

ア 総合評価一般競争入札参加資格確認申請書 

イ 同種業務の契約・履行実績 

ウ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則（昭和46年厚生省

令第２号）第32条の登録証明書の写し 

エ 警備業法第５条第２項の認定証の写し（大阪府の区域外に主たる事業所を

有する者にあっては、同法第９条に規定する届出書を大阪府公安委員会に提

出していること。） 

オ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第43条第７項

の規定による報告に係る障害者雇用状況報告書（最新のもの）の写し 

カ ビル管法第６条第１項の建築物環境衛生管理技術者免状の写し 

(2) 申請書等の交付及び受付等 

ア 交付及び受付期間 

平成26年４月７日（月）から平成26年４月21日（月）まで 

（土曜日及び日曜日を除く。）午前９時から午後５時まで 

イ 場 所 茨木市駅前三丁目８番13号 

茨木市役所 本館６階 企画財政部 契約検査課事務室 

(3) 申請書等の提出 

申請書等の提出は、持参するものとし、郵送又は電送によるものは受け付けな

い。 

(4) 入札参加資格の確認 

入札参加資格の確認は、(2)の受付期間最終日をもって行うものとし、その結果

は、平成26年４月22日（火）に入札参加資格確認通知書により通知する。なお、

入札参加資格がないと認めた者には、その理由を付して通知する。 

(5) その他 

資料の作成にかかる費用は、申請者の負担とし、提出された申請書は、返却し

ない。 

 

４ 入札説明会及び業務内容説明会 

(1) 総合評価一般競争入札に関する資料の配布 

資料の配布は、入札説明会において行う。 

(2) 入札説明会の日時及び場所 

ア 日 時 平成26年４月24日（木）午後１時30分から午後２時30分 

イ 場 所 茨木市駅前三丁目８番13号 茨木市役所 本館６階 入札室 

(3) 業務内容説明会の日時及び場所 

ア 日 時 平成26年４月24日（木）午後２時30分から午後３時30分 

イ 場 所 茨木市駅前三丁目８番13号 茨木市役所 本館６階 入札室 

 



(4) その他 

ア 入札説明会及び業務内容説明会に出席しなかった者は、当該日においてこ

の総合評価一般競争入札の参加を辞退したものとみなす。 

イ 共通仕様書、業務別仕様書等は、業務内容説明会において配布する。 

ウ 質疑の方法については、入札説明会及び務内容説明会において、指示する。 

 

５ 契約条項を示す場所及び期間 

ア 場 所 茨木市駅前三丁目８番13号 

茨木市役所 本館６階 企画財政部 契約検査課事務室 

平成26年４月７日（月）から平成26年５月19日（月）まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

 

６ 入札執行の日時、場所 

(1) 入札期間 

平成26年５月１日（木）から平成26年５月19日（月）まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

(2) 場 所 

茨木市駅前三丁目８番13号  

茨木市役所 本館６階 企画財政部 契約検査課事務室 

(3) 開札日時 平成26年５月20日（火）午後１時30分から 

(4) 開札場所 茨木市駅前三丁目８番13号 茨木市役所 本館６階 入札室 

 

７ 入札方法等 

(1) 本入札は、地方自治法施行令第167条の10の２第３項に規定する総合評価一般

競争入札により行うので、入札者は、入札説明書に基づき入札書等を提出すること。 

(2) 落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税等に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108

分の100に相当する金額を入札書に記載するものとする。 

(3) 入札説明会において、予定価格を公表する。なお、低入札基準価格は、契約締

結後に公表する。 

 

８ 内訳書の提出 

(1) 入札に際し、当該入札書に記載されている入札金額に対応した内訳書の提出を

求める。 

(2) 内訳書の様式は、業務内容説明会において、指示する。 

(3) 内訳書は、参考図書として提出を求めるものであり、入札及び契約上の権利義

務を生じるものではない。 

 

 



９ 入札の無効 

(1) 本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を行

った者のした入札並びに入札心得において示した条件等に違反した入札 

(2) 入札参加資格がある旨確認された者であっても、確認の後、入札時点において

記２に掲げる「入札に参加する者に必要な資格」のない者のした入札 

(3) 茨木市財務規則（平成３年茨木市規則第15号）第116条第１号から第５号まで

のいずれかに該当する入札 

(4) 入札金額の根拠となった内訳書の提出のない者のした入札 

 

10 入札保証金 

茨木市財務規則第114条第１項第３号により免除する。 

 

11 契約保証金 

契約の締結に際しては、契約金額の100分の５以上の契約保証金を納めなければ

ならない。ただし、保険会社の履行保証保険契約の締結に代えることとする。 

 

12 契約の締結 

契約書を作成する。 

 

13 その他 

(1) 落札者の決定方法等 

落札者の決定に当たっては、本業務にとって最適な事業者を選定するため、(2)

の落札者決定基準による総合評価を行う。評価に当たっては、学識経験者の意見

を踏まえたうえで、公正かつ客観的に行うものとする。 

(2) 落札者決定基準 

ア 評価に当たっては、200点の範囲内で配点を行い、総得点の最も高い入札者

を落札者とする。 

イ 評価を価格評価、技術的評価及び公共性評価に区分し、その配点をそれぞ

れ100点、23点、77点とする。 

ウ 技術的評価については、研修体制、履行体制、品質保証への取組に区分し

て評価し、その配点はそれぞれ３点、12点、８点とする。 

① 研修体制 

技術力向上のための研修の実施状況及び技術力向上のための期間中の研

修の実施状況を評価し、その配点は３点とする。 

② 履行体制 

適正な履行を確保するための業務体制及び自主検査体制に区分して評

価し、その配点をそれぞれ７点、５点とする。 

③ 品質保証への取組 

品質ISO認証の取得状況及び苦情処理体制の整備状況を区分して評価し、

その配点をそれぞれ３点、５点とする。 

エ 公共性評価については、福祉への配慮、安心して働く環境の整備、環境へ



の配慮、地域貢献、災害時の業務体制に区分して評価し、その配点をそれぞ

れ31点、31点、９点、２点、４点とする。 

① 福祉への配慮 

就職困難者の雇用、障害者の雇用、障害者雇用率及び障害者、就職困難

者の就労への移行に関する取組を区分し、その配点をそれぞれ７点、13点、

９点、２点とする。 

② 安心して働く環境の整備 

既雇用者に対する継続雇用、パートタイム労働者の雇用改善への取組、

業務従事予定者の雇用条件等に対する取組及び人権問題・男女共同参画へ

の取組に区分して評価し、その配点をそれぞれ12点、４点、５点、10点と

する。 

③ 環境への配慮 

環境への取組及び環境負荷低減に対する取組に区分して評価し、その配点

をそれぞれ６点、３点とする。 

④ 地域貢献 

地域活動への取組を評価し、その配点を２点とする。 

⑤ 災害時の業務体制 

災害時等における業務履行体制及び災害時等の本市への柔軟な協力体制に

区分して評価し、その配点をそれぞれ２点ずつとする。 

オ 本基準の詳細は、総合評価一般競争入札説明書による。 

(3) 落札者が契約を締結しない場合の措置 

落札者が契約を締結しない場合は、落札者決定基準により次点と評価された入

札者と契約の交渉を行うこととする。 

(4) その他 

入札参加者は、現場説明書及び入札心得を熟読し、入札心得を順守すること。 

 

14 問合せ先 

茨木市駅前三丁目８番13号 

茨木市 企画財政部 契約検査課 

電話072（620）1613（直通） 

 

 


